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研究論文 

 

 

日本社会では「日本語教師」についてどのような認識
が持たれているのだろうか 
 

 

 

 

要旨 

本研究は日本社会において「日本語教師」がどのように認識されているのか明らかにした。この

ため，日本語教師に関する新聞記事をデータにして内容分析をし，日本語教師に対する社会意識に

ついて考察した。【業務内容や役割】について頻繁に言及され，学習者への「生活面の支援」と

「異文化の交流を促す」の役割が社会に注目されている。また，日本社会において日本語教師と日

本語支援者の区別が曖昧であることが伺えた。次に，【就職や求人の状況】に関して「人手不足」

が深刻な問題として認識され，「予算不足」「散在地域」の二つが原因として読み取れた。【能力

や資格】については「教師としての資格」と「資格の創設」が注目されている。日本語教師の【地

位や待遇】は社会であまり注目されていないことが伺えた。本研究の結果から日本語教育の専門家

と社会の日本語教師への理解にどのような乖離があるか示すことができた。 

【キーワード】社会意識 日本語教育 日本語教師 

 

1. はじめに 

国際化が進むにつれて，日本国内で学ぶ日本語学習者が増加してきている(文化庁,2017)。特

に 2019 年より外国人の在留資格として「特定技能」が創設され，外国にルーツを持つ人々と

の共生に資する支援が一段と強く求められるようになった(法務省,2018)。なかでも，日本語学

習の機会の提供はその支援の重要な一面であり，日本語教育には今後さらなる期待が寄せられ

ていくであろう。さらに同年には「日本語教育推進法」が制定され，国の内外を問わず日本語

教育を推進し，多文化共生社会を実現することが国家の主導のもと行われていく方針が明確に

定められることとなった(文化庁,2018)。 

この中で，日本語教育の業界では，この方針の推進に重要な役割を果たす日本語教師の質

と量の確保と一層の発展が喫緊の課題となってきた。これまで以上に日本語学習者が多様化す

ることが推測され，日本語教師に対するニーズもますます高まっていくであろう。しかしなが

ら，日本語教育を専門とする実践者にとっては，日本語教育を専門としない広く社会の人々が

日本語教師をどのように理解しているのか把握することは難しい。日本語教師に対する広く社

会一般の現在の理解を把握することは，今後の日本語教育の実践と活動をより効果的に社会に

周知させ，また，日本語教育の政策立案に働きかけるためのきっかけともなりうる。よって，

本研究は広く社会に出版されている主要新聞の日本語教育に関する記事を参照し，その内容を

精査することによって，日本語教師に対するどのような社会意識が広く普及しているのか明ら

かにする。 
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2. 先行研究 

2-1 理論的枠組み：社会意識 

社会意識とは，「様々な階級・階層・民族・世代その他の社会集団が，それぞれの存在諸

条件に規定されつつ形成し，それぞれの存在諸条件を維持し，あるいは変革するための力とし

て作用するものとしての，精神的諸過程と諸形象である」(見田,1979,p.101)。ここの社会意識

は，社会に拘束された「社会的(集合的)な」意識と，私たちがこの社会の受容，変革に導いて

ゆく「社会についての」意識の両方を意味している。「社会意識」という概念は我々の日常生

活に実体を持つものではないが，社会生活についての主観的な理解とその動向を左右する意思

の集合である。 

社会意識には，「社会心理」，「イデオロギー」，「エートス」など様々な形態が含まれ

ている。特に「社会心理」とは感情，気分，幻想，習俗などを含む自然発生的な民衆意識を指

すものである(宮島,1983)。本論文は現代日本社会において，人々が日本語教師をどう認識して

いるかを調査するため，このような民衆意識を「社会意識」の概念として用いて展開する。見

田(1979)は，このような社会意識には，マスコミュニケーション，世論と宣伝，リーダシップ，

社会運動，大衆文化などの現象が含まれていると述べている。 

社会意識は社会の構造および変動に対してかなり決定的な役割を果たしている(宮島,1983)。

つまり，社会意識は一定の社会構造を表していると同時に，社会行動や社会構造の形成にも影

響を与える。例えば，消費意識，ジェンダー意識，道徳観念などを通じて，この社会の成員の

知識や関心の状況がわかると同時に，この社会も人々の意識によって維持し変化させられてい

く。 

2-2 日本語教育の目的や意義 

日本語教育の中心的な目的は日本語学習者の日本語力を向上し，日本社会や文化などの日

本事情についての理解を深めることだと考えられる。小倉(2010)によれば，日本語教育を通じ

て，日本の考え方，思想，更に日本文化，日本理解を国際的に広げることができる。また，

「日本と外国との技術協力の推進といった点にも，日本語教育はその重要な触媒である」(小

倉,2010,p.2)と述べている。他には，日本国内に定住している外国人は日本語に不自由なことに

よって日本での生活に困難をきたすことがあり，そのような問題を排除・予防するための日本

語教育は必要な存在であることも述べられている(ヤン,2012)。その上，文化庁(2013)も日本語

教育の目的と意義について以下のようなことを挙げている。まず，日本語教育は日本で暮らし

ている外国人に基本となるコミュニケーションが取れるように重要な役割を果たしている。ま

た，コミュニケーションによって異文化交流を促し，相互に異文化に対する理解も深め，日本

社会を多文化共生社会へと推進すると同時に，国際環境においても日本の文化や社会に対する

外国人の理解を深めることにより，日本の魅力を高め，より平和的な国際関係の構築に繋げる

こともできる。そして，日本の少子化や高齢化が深刻化しつつある中で，日本語教育は日本の

外国人材の活躍推進にも重要な役割を果たしている。こう見ると，日本語教育は外国人の日本

語支援に対して意義があることはいうまでなく，日本社会全体，さらに国際社会にとっても大

きな意義がある。 

https://www.zotero.org/google-docs/?Yt4IXR
https://www.zotero.org/google-docs/?74FETl
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2-3 日本語教師の役割と意義 

日本語教師が果たす役割としては，まず日本語を教えることが挙げられる(青木ほか,2010;古

屋ほか,2018)。また，単に日本語を教えるだけではなく，日本語を使ってコミュニケーション

を作る場をデザインすること(古屋ほか,2018;三代,2015)，学習者の自律性を育成すること(古屋

ほか,2018)が重要であると述べられている。縫部(2010)によると，日本語教師として，言語知

識・言語技能・運用能力，文化・世界に関する知識と授業の実践能力の目標達成能力，また，

教室経営，人間関係，フィードバック行動，カウンセリング・マインドの集団維持能力が必要

である。また，共生という観点から，学習者の言語環境を調整することにより，学習者と日本

社会・地域をつなぐ働きも担っていると考えられる(舘岡,2019)。さらに，青木･尾崎･土岐

(2010)では，日本語教師を「日本語を教えるための知識をもち，訓練を受けた人」と定義し，

外国人と日本語で接する人なら誰でも日本語教育を担うことができるとしつつも，そのような

人は「支援者」とし，日本語教師とは区別されるべきだと指摘した。さらに，平成 31 年の

「日本語教育人材の養成・研修の在り方について(報告)改訂版」でも日本語教師の役割が提示

されている。日本語教育人材に共通して求められる基本的な資質・能力として，日本語を適切

に運用する能力に加え，文化の多様性を尊重する態度を持っていること，教え―教えられとい

う一方向的なものではなく，コミュニケーションを通じて学習されるという日本語教育の特性

を理解していることを挙げている。さらに，日本語教育の活動分野の多様性に対応するため，

国内では「生活者としての外国人」，「留学生」，「児童生徒等」，「就労者」，「難民等」

のそれぞれを対象とする日本語教育人材，また国外では「海外に赴く」日本語教育人材と，活

動分野ごとにその役割が詳細に述べられている。 

以上のように，日本語教師の役割は，日本語を教えるだけではなく，学習の場の設計や自

律性の育成など多岐にわたる。また，日本語教育の目的の多様化に伴い，日本語教師の資質も

多様化しており，時代や社会や学習者のニーズの変化に対応できる日本語教師が求められてい

る（縫部,2010）。舘岡(2019)も日本語教師の専門性や能力が日本語教育の発展に影響を与えて

いると指摘した。このように，日本語教師らの自己認識は専門家である研究者や実践家によっ

て訴えられてきたが，より広く社会の人々が日本語教師という存在をどのように理解している

かを体系的に把握した試みは見当たらない。今後の日本語教育に関する政策の推進などに役に

立たせるために，本研究は「日本語教師」が日本社会においてどのように理解されているのか

明らかにすることを課題とする。 

  

3. 研究方法 

本研究では日本語教師に関する新聞記事をデータにして内容分析をし，日本語教師に対す

る社会意識について考察した。内容分析とは「データをもとにそこから文脈に関して再現可能

でかつ妥当な推論を行うための一つの調査技法」(クラウス,2004,p.21)である。分析手順として

は，まず，関連する素材から生のデータを収集する。次に，類似した意味内容を探し，それら

を適確にまとめる表現でコードを付与し，カテゴリー化する。それによって，分析可能なデー

タに整理する。最後に，結果について量的に整理し推論をする。今回は日本語教師に関する新

聞記事のデータの収集，コード化，分析，推論を通して日本語教師に対する社会意識について

明らかにした。 

https://www.zotero.org/google-docs/?uLTLur
https://www.zotero.org/google-docs/?FiK3FK
https://www.zotero.org/google-docs/?2vtluV
https://www.zotero.org/google-docs/?2kyQyh
https://www.zotero.org/google-docs/?FiK3FK
https://www.zotero.org/google-docs/?4uzXPh
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新聞記事を扱う妥当性としては，身近で具体的な主題について，マスメディアの報道内容

と，大衆に共有される社会意識の間には類似性と相関関係があり，全国紙などのマスメディア

を内容分析することにより，社会意識について推論し，捉えることができるという主張がある

(樋口,2011)。本研究では新聞記事を用いて，日本語教師の社会意識を捉える。それによって，

日本語教師について社会一般の理解の現状の把握と将来の発展に役に立てようとする。 

まず，日本語教師に関連する新聞記事を整理した。日本語教師に関する社会意識を明らか

にするため，今回の調査は朝日新聞と読売新聞のデータベースを利用し「見出し」と「本文」

から「日本語教員」，「日本語教師」，「日本語指導」のいずれかをキーワードとして検索し

た。データの重複を避けるために，今回は地域記事は除いて朝刊の全国記事のみ検索した。ま

た，2014 年 1 月 14 日に文部科学省が学校教育法施行規則の一部を改正する省令を公布し，日

本語指導の「特別の教育課程」の編成・実施が義務教育諸学校において認められることとなっ

た。これにより，日本語指導が義務教育課程に正式に位置づけられ，日本語教育指導の質の保

証の第一歩を踏み出した(中川･足立･内海･土屋･松岡,2015)。この点で，日本語教育というもの

が広く社会に重要な役割を果たし始めた時期と考えられる。このため，今回の記事は 2014 年

から 2019 年に限定した。検索した結果をデータクリーニングし，すべての有効記事は 356 件

である。 

次に，内容分析をした。まず，最終著者を除いた 9 名の調査者がまず新聞記事全体に目を

通し，その後それぞれが約 40 記事についてオープンコーディングを行った。コーディングは

段落に対して行った。次に，9 名の調査者は 4 つのグループに分かれ，複数名でコードの精緻

化を行った。その際，研究課題を念頭に，主要な概念を「下位コード」としてにつけた。さら

に，コードの意味内容が類似したものを集めカテゴリー化した。最後に，コーディングの結果

について記述統計分析を行い，日本語教師についての社会意識について考察した。 

 

4. 結果 

新聞記事の分析を通して，「日本語教師」についての社会認識に対して【就職や求人の状

況】，【業務内容や役割】，【能力や資格】，【地位や待遇】という 4 つのテーマが浮上した。

表 1 コード出現数のまとめ 

上位コード 回数 下位コード 

業務内容や役割 

(40.8%) 
151 

言語生活両面の支援(44)，日本語日本文化を教える(31)，異文化交流を促す(23)，

様々な職務形態(20)，苦労が大きい(11)，学生のトラブル回避(4)，教員間連携(6)，

労働者に対する教育(12) 

就職や求人の状況 

(34.6%) 
128 

人手不足(29)，採用数増加(28)，キャリアパス(19)，教師の育成(17)，就職の難しさ

(5)，予算不足(3) 

能力や資格 

(19.2%) 
71 

教師としての資格(25)，資格の創設(16)，授業デザイン(10)，外国語能力(7)，外国

語としての日本語の難しさ(4)，異文化理解(２)，教材研究ができる(1) 

地位や待遇 

(5.4%) 
20 担当学生の多さ(8)，低賃金(6)，長時間労働(6) 

総回数 370  

 

https://www.zotero.org/google-docs/?BIP5tU
https://www.zotero.org/google-docs/?BIP5tU
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表 1 が示すように，四つの上位コードの総回数が 370 回で，それぞれの頻度は 40.8%，34.6%，

19.2%，5.4%である。 

まず，最も頻繁に話題となったのは【業務内容や役割】(40.8%)である。下位コードとして

「言語生活両面の支援」，「日本語日本文化を教える」，「異文化交流を促す」，「苦労が大

きい」，「学生のトラブル回避」，「教員間連携」，「労働者に対する教育」，「様々な職務

形態」が含まれている。この中特に言語生活両面の支援，苦労が大きいという業務についての

問題も指摘された。 

次に，【就職や求人の状況】(34.6%)は人材確保や就職の状況についての認識である。その

中に，「就職の難しさ」，「採用数増加」，「予算不足」，「キャリアパス」，「教師の育

成」，「人手不足」への認識も含まれている。特に「人手不足」と「採用数増加」が社会で注

目されているようだ。 

また，【能力や資格】(19.2%)は日本語教師の能力や資格の認定についての認識で，特に

「日本語教師としての資格」と「資格の創設」について頻繁に言及された。「異文化理解」，

「外国語としての日本語の難しさ」，「外国語能力」，「教材研究ができる」，「授業デザイ

ン」，「支援方法の知識」などの能力や資格もしばしば指摘された。 

最後に，【地位や待遇】(5.4%)は日本語教師の地位や待遇の状況について認識である。話題

となる回数は多くないが，「低賃金」，「担当学生の多さ」，「長時間労働」，「業務と人材

バランス」，「地位向上」などの多くの問題も含まれている。 

 

5. 考察 

社会意識は一定の社会構造を表していると同時に，社会行動や社会構造の形成にも影響を

与える(宮島,1983)。本研究ではこの社会意識という理論枠組みを踏まえ，広く普及している主

要新聞紙の記事を分析し，【業務内容や役割】【就職や求人の状況】【能力や資格】【地位や

待遇】という四つのテーマが日本語教師に対する理解として抽出された。 

日本語教師に対する意識の中で【業務内容や役割】が日本社会で最も注目されていると示

唆された。その中では特に「言語や生活両面の支援」が多く指摘された。縫部(2010)と古屋

(2018)も言語への支援は日本語教師として基本的な役割として指摘したが，生活面への支援は

言及されなかった。今回の調査結果を見ると，日本語教師は日本語指導にとどまらず，生活面

の支援も担っている現状が明らかとなった。特に学校生活のルールや生活に必要なサバイバル

日本語の指導といった，子どもへの日本語教育の文脈で言及されていた。 

また，従来の日本語教師には日本語や日本文化に関する専門的知識・技能，外国語教授

法・日本語指導法の知識，日本語授業の実践能力が期待されている(縫部,2010)。一方，今回の

調査の結果で多く言及された業務内容を鑑みると，教師は「異文化の交流を促す」という役割

を果たすものと理解されているようである。舘岡(2019)も共生の言語環境を調整することによ

り，学習者と日本社会をつなぐ日本語教師の役割を指摘した。このように日本語教師は国際交

流の架け橋として重視されてきた。それに応じて，日本語教師の能力外国語能力や異文化への

理解も要求されている。 

さらに，多様な業務内容の他，専任教師・非専任教師・ボランティアといった多様な職務

形態に関する記事も多く抽出された。平成 29 年度日本語教育実態調査の結果によると，ボラ

https://www.zotero.org/google-docs/?FiK3FK
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ンティアが日本語教員全体の 15.7％を占めている。今回の調査結果を見ると，ボランティアが

最も言及されていた。その点で，青木(2010)が指摘する日本語教師の定義に照らすと，ボラン

ティアは「支援者」として区別する必要があると考える。社会一般の意識では，日本語教師と

支援者の区別は明確ではなく，曖昧であるといえる。 

次に多く言及されていた【就職や求人の状況】では「人手不足」が最頻の項目となった。

2008 年に「留学生 30 万人計画」の政策が打ち出され，日本における外国人登録者数の増加と

ともに，日本語学習者が増加し，日本語教師の需要も高まってきた。平成 29 年度日本語教育

実態調査の結果によると，平成 23 年から 29 年までに外国人が 10 万人増えている一方，日本

語教師の数は 1 万人しか増えていなかったことがわかった(文化庁,2018)。平成 26 年に日本語

指導の「特別の教育課程」の編成・実施が義務教育諸学校において認められたにもかかわらず，

教師の「人手不足」がかなり深刻な問題になり，教師の負担が増えている現状が想像できるだ

ろう。 

さらに，これらの記事を分析すると，「予算不足」「散在地域」という２つの原因が読み

取れる。まず，予算不足については，自治体や学校は限られた予算内で教師を配備しなければ

ならず本来必要な教師数を満たしていないということが読み取れた。次に，外国人集住地域の

場合，自治体等は支援の重要性を認識し支援を行っているが，散在地域ではまだその状態に至

っていないところが多い様子が垣間見える。文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受け

入れ状況等に関する調査(平成 30年度)」によると，日本語指導が必要な外国籍児童が在籍する

市町村のうち，指導を必要とする児童数が 5 人未満の場合が最も多い(42％)ことが報告されて

いる。そのような散在地域における支援について，當銘(2018)は，国主導ではなく学校や自治

体の裁量に依存しているとし，支援体制の不整備を指摘している。また，人手不足は【地位や

待遇】の「担当学生の多さ」「長時間労働」とも関連する問題であり，日本語教師を必要とす

る社会と日本語教師の抱える問題がどのように理解されているか明らかになった。 

日本語教師の【能力や資格】に対する意識は主に「教師としての資格」と「資格の創設」

が注目されている。以上で述べたように，時代の変化につれて教師としての役割も変化してい

る。それに伴って教師としての資格も度々問われている。岡本(2005)が指摘した通り，外国人

の増加に伴い，これまでの画一な教育方法が対応できなくなるため，外国人の背景と活動の多

様性に対応できる日本語教育が求められている。日本語を教えるだけではなく様々なニーズに

応じられる教師も求められている。今回の調査を見ると，日本語教師の役割は従来の日本語を

教えることを中心とすることから多文化・異文化の交流を促すようなことへより広い範囲へ拡

張している。それに応じて，「異文化への理解」や「外国語能力」が要求されるようになった。

文化庁(2018)も日本語を適切に運用する能力に加え，文化の多様性を尊重する態度を持ってい

ることも日本語教師の資質として挙げている。 

また，日本語や日本文化に関する専門的知識・技能，外国語教授法・日本語指導法の知識，

日本語授業の実践能力を日本語教師の基本能力として，縫部(2010)，古屋ほか(2018)が頻繁に

言及したが，今回の調査ではこれらについて言及する記事はわずかであり，日本語教師の具体

的な基本能力について広く認知されていないことが示唆された。近年の日本語教育への意識の

高まりを念頭に置くと，日本語教師に期待される広い専門性が理解されにくい可能性が窺えた。 

https://www.zotero.org/google-docs/?uLTLur
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【地位や待遇】は全体的に言及が少なく，あまり注目されていないようだが，重要ではな

いとは言えない。「日本語教師養成の最大の問題は，教師志望者がどれほど意欲的に取り組ん

でも，多くは社会的地位も保障もない教師環境に耐えなければならないことにある」と岡本

(2005,p.133)は指摘している。含まれる下位コード「低賃金」，「担当学生の多さ」，「長時間

労働」を見ると，地位や待遇に関してネガティブなイメージが持たれていることが窺える。日

本語教師の人手不足による担当学生の多さや労働時間も長くなるのは想像できる。また，岡本

(2005)は「留学生受け入れ 10万人計画」の実施に伴い，日本語教育も一段と進歩してきたが，

日本語教師への待遇には改善傾向は見られないと指摘した。低賃金に関しては，日本語教師の

雇用形態が関連していると考えられる。日本語教育振興協会による「平成 30 年度日本語教育

機関実態調査結果報告」によると，現在日本語教員の中で約 7割が非常勤教員，約 3割が専任

教員であることが報告されている。また，一般の日本語教育機関における非常勤講師の報酬平

均は過去 20 年間変動していない(岡本,2005)。ネガティブなコードが多く抽出されたのは，こ

ういった現状の反映であると考えられる。しかし，教師待遇をはじめとする環境を改善してい

かなければ，将来の日本語教育を担う優秀な教師は確保・育成できない(岡本,2005)。これから

も外国人が増加していくと予測できるため，政府や機関は日本語教師へのより一層の支持を与

え注目し，日本語教師の地位や待遇を重視するべきではないかと考えられる。2019 年に制定

された「日本語教育の推進に関する法律」はまさにそのための第一歩となるであろう。 

5-2 理論枠組みと方法論からの考察 

本研究は新聞記事を利用し，日本語教師についての社会意識を捉えることを試みた。国際

化が進むにつれて日本語教師の社会意識も変わっている。外国人や外国人の子供への支援のた

めに，日本語教師は単に日本語を教えるのみならず異文化交流，生活への支援という期待が反

映されているようだ。したがって，日本語教師としての資格についての要求も次第に厳格にな

り，日本語教師としての能力も多様化になっていることが明らかとなった。一方，日本語教師

の地位や待遇の改善については日本社会にまだ十分に注目されていないという現状がうかがえ

た。こういった日本語教師に関する社会意識を踏まえると，日本語教育の専門家集団や実践家

の積極的な地位向上や待遇改善の広報活動や世論形成のさらなる働きかけが必要であると考え

る。 

本研究は，2014 年から 2019 までの 5 年間分の朝日新聞と読売新聞の記事を収集したため，

その内容は様々な視点が含まれ，バリエーションの豊富さの面ではある程度保証された。しか

し，本調査の目的ではないものの日本語教師の社会意識の変遷を長期的に反映するのには不十

分である。例えば，2020 年に広まったコロナウィルスの影響を受け，外国人滞在者の増加に

歯止めがみられると推測される。したがって，日本語教師への期待や理解はこれまでと変わっ

ていく可能性あるだろう。そして，今回の調査は個人の異なる考えを把握することは目的とし

ておらず，個人の考え方は多様であることは間違いない。社会の動向に即した社会意識の把握

も今後の重要な課題である。 
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